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２　民間給与関係資料

　今回の報告の基礎となった平成３０年職種別民間給与実態調査の概要は，次のとおりである。

⑴　調査の目的と時期

　この調査は，一般職に属する職員の給与を検討するため，平成３０年４月現在における民間給与

の実態を調査したものである。

⑵　調査機関

　　人事委員会及び人事院

⑶　調査の範囲

①　調査対象事業所（母集団事業所）　全産業の企業規模５０人以上で，かつ，事業所規模５０人以

上の県内の民間事業所　１,２８５事業所

②　調査対象職種　７６職種（行政職相当職種２２職種，その他の職種５４職種）

⑷　調査対象の抽出

①　標本事業所の抽出　⑶の①に記載した事業所を，組織，規模，産業により１５層に層化し，こ

れらの層から２６２事業所を無作為に抽出し，実地調査を行った。

　　調査の完結した事業所は，第１３表のとおりである。

②　従業員の抽出　初任給関係以外の調査職種については，これに該当する従業員が多数に上る

ときは，抽出した従業員について調査を行った。

　　なお，臨時の従業員及び役員は全て除外した。

⑸　集　計

①　調査実人員　初任給関係５２３人（行政職に相当する調査実人員４８２人），初任給関係以外の調査

職種１１,４９９人（行政職に相当する調査実人員１０,１３０人。なお，調査職種該当者（母集団）の推定

数は，８９,３２８人であり，行政職に相当するものは，６４,３３０人である。）

②　総計及び平均の算出に際しては，母集団に復元して行った。
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第１３表　産業別，企業規模別調査事業所数

５０人以上
１００人未満

１００人以上
５００人未満

５００人以上規　模　計
企業規模

産業

事業所
３６

事業所
８８

事業所
９６

事業所
２２０産 業 計

００００農 業 ， 林 業 ， 漁 業

２５３１０
鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利
採 取 業 ， 建 設 業

１６４５５６１１７製 造 業

７１２１３３２
電気・ガス・熱供給・水道業，
情報通信業，運輸業，郵便業

１４３８卸 売 業 ， 小 売 業

０４３７
金 融 業 ， 保 険 業 ，
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業

１０１８１８４６
教 育 ， 学 習 支 援 業 ，
医療，福祉，サービス業

（注）１　上記調査事業所のほか，企業規模又は事業所規模が調査対象となる規模を下回っていたため調査対象外であるこ

とが判明した事業所が３所，調査不能の事業所が３９所あった。

　　　２　調査対象事業所２６２所から企業規模又は事業所規模が調査対象外であることが判明した事業所３所を除いた２５９

所に占める調査完了事業所２２０所の割合（調査完了率）は，８４.９％である。

　　　３　「サービス業」に含まれる産業は，日本標準産業大分類の「学術研究，専門・技術サービス業」，「宿泊業，飲食

サービス業」，「生活関連サービス業，娯楽業」，「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」

（宗教及び外国公務に分類されるものを除く。）である。
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第１４表　職種別，学歴別，企業規模別初任給

５０人以上
１００人未満

１００人以上
５００人未満

５００人以上企業規模計学　　歴職　　種

円１９１,２５０円１９７,７１５円２０３,５６０円２００,５３３大 学 卒

新卒事務員・
技 術 者 計

－１７０,０４２１７６,７４１１７５,１５２短 大 卒

１５８,３１４１６４,８８６１６８,０５５１６５,７００高 校 卒

１６７,５００１８８,７３４１９９,７９１１９３,９５８大 学 卒

新卒事務員 －１７４,５００１６６,７２５１６８,０２４短 大 卒

１５２,６４０１５８,００３１６８,８３２１６２,２６３高 校 卒

２１５,０００２０８,２０１２０９,１８１２０９,２２５大 学 卒

新卒技術者 －１６８,１４８１８５,３５４１８０,３８６短 大 卒

１７２,５００１７１,３０８１６７,２４３１６９,４２６高 校 卒

（注）１　金額は，基本給のほか事業所の従業員に一律に支給される給与を含めた額（採用のある事業所の平均）であり，

　　　　時間外手当，家族手当，通勤手当等，特定の者にのみ支給される給与は除いている。

　　　２　大学卒には修士課程，博士課程の修了者は含まない。

第１５表　行政職給料表適用者の初任給と民間初任給の比較

（参　考）
民 間 初 任 給

民 間 初 任 給
と　　の　　差

初 任 給 月 額試 験 区 分

円
２００,５３３

円△ ３,５８５ 
（△ １.８％）

円
１９６,９４８大学卒業程度

１７５,１５２
４９０ 

（０.３％）
１７５,６４２短大卒業程度

１６５,７００
 △ ５,１１０ 

（△ ３.２％）
１６０,５９０高校卒業程度

（注）１　行政職給料表適用者の初任給月額は，初任給基準となる級号給の給料月額に県内地域を支給区分とした地域手当

　　　　額を加算したもの。

　　　２　民間初任給は，大学卒業程度については大学卒の新卒事務員・技術者を，短大卒業程度については短大卒の新卒

　　　　事務員・技術者を，高校卒業程度については高校卒の新卒事務員・技術者を，それぞれ対応させている。
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第１６表　企業規模別，職種別給与額等

　その１　給与比較の対象職種

１　企業規模計

平成３０年４月分平均支給額

平　均

年　齢

調　査

実人員
職　　種　　名

Ａ－Ｂ
きまって
支給する
給与  Ａ

うち時間
外手当Ｂ

円
６６６,２８０

円
８,７３９

円
６７５,０１９

歳
５０.５

人
１０支 店 長

事
　

務
　

・
　

技
　

術
　

関
　

係
　

職
　

種

７７３,３１２６,７５７７８０,０６９５３.８２７工 場 長

６８１,１６０１,８８９６８３,０４９５２.６３１４事 務 部 長

８６０,４７７２,３５１８６２,８２８５２.９４６５技 術 部 長

６４６,９０１１,８４３６４８,７４４５２.５２４７事 務 部 次 長

６２４,９８２８,６５２６３３,６３４５０.０１９６技 術 部 次 長

５３５,４４８２５,６９１５６１,１３９４９.９５０９事 務 課 長

５３４,６１２３１,５１１５６６,１２３４７.１９１０技 術 課 長

４５５,９８９５０,２２０５０６,２０９４７.２２３８事 務 課 長 代 理

４４５,６１０８９,６３５５３５,２４５４３.７２２７技 術 課 長 代 理

３７３,４７０５６,２８４４２９,７５４４５.８５８４事 務 係 長

３８０,８９４８８,４２１４６９,３１５４７.２６３０技 術 係 長

３４９,５２２５７,６５０４０７,１７２４２.５４８３事 務 主 任

４５７,３７８８９,７４９５４７,１２７４４.８６７９技 術 主 任

２７４,４９２３９,０４１３１３,５３３３８.４２,３０８事 務 係 員

３０４,８４２５６,０３６３６０,８７８３６.８２,３０３技 術 係 員

（注）１　「中間職（部長－課長間）」とは，部長と課長の両方がいる場合で，役職，職能資格又は給与上の等級

　　　　（格付）から職責が部長と課長の間に位置付けられる者をいう。

　　　２　「中間職（課長－係長間）」とは，課長と係長の両方がいる場合で，役職，職能資格又は給与上の等級

　　　　（格付）から職責が課長と係長の間に位置付けられる者をいう。

　　　３　「中間職（係長－係員間）」とは，係長と係員の両方がいる場合で，役職，職能資格又は給与上の等級

　　　　（格付）から職責が係長と係員の間に位置付けられる者をいう。

　　　（以下本表２から４において同じ。）
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対　　　応　　　級備　　　　　　　考

本表２企業規模５００人以上，本表３企業規
模１００人以上５００人未満及び本表４企業規
模５０人以上１００人未満の対応級欄参照

構成員５０人以上の支店（社）の長及び工場の長
（取締役兼任者を除く。）

２課以上又は構成員２０人以上の部の長
職能資格等が上記部の長と同等と認められる部の長
及び部長級専門職
（取締役兼任者を除く。）

上記部長に事故等のあるときの職務代行者
職能資格等が上記部の次長と同等と認められる部の
次長及び部次長級専門職
中間職（部長－課長間）

２係以上又は構成員１０人以上の課の長
職能資格等が上記課の長と同等と認められる課の長
及び課長級専門職

上記課長に事故等のあるときの職務代行者
課長に直属し部下に係長等の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上を有する者
職能資格等が上記課長代理と同等と認められる課長
代理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

係の長及び係長級専門職

係長等のいる事業所における主任
係長等のいない事業所における主任のうち，課長代
理以上に直属し部下を有する者
係長等のいない事業所において，職能資格等が上記
主任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）
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２　企業規模５００人以上

平成３０年４月分平均支給額

平　均

年　齢

調　査

実人員
職　　種　　名

Ａ－Ｂ
きまって
支給する
給与  Ａ

うち時間
外手当Ｂ

円

７０４,１３９

円

１２,０２４

円

７１６,１６３

歳

５０.４

人

８支 店 長

事
　

務
　

・
　

技
　

術
　

関
　

係
　

職
　

種

７９３,８６５１０,２１２８０４,０７７５５.０１８工 場 長

７２２,３５５１,１５８７２３,５１３５３.５２１５事 務 部 長

８８１,１４１２,５３５８８３,６７６５３.０４２３技 術 部 長

６６０,４３２１,９５６６６２,３８８５２.７２１９事 務 部 次 長

６２４,６１０８,７２０６３３,３３０５０.０１９２技 術 部 次 長

５６１,７２６３０,８８４５９２,６１０４９.７３８２事 務 課 長

５４５,０８６３３,５９２５７８,６７８４７.０７６４技 術 課 長

４７７,１４４５５,６１５５３２,７５９４７.１１６５事 務 課 長 代 理

４５５,７１５９２,８７２５４８,５８７４３.３１９４技 術 課 長 代 理

３８９,９４１６１,５８７４５１,５２８４６.５３３３事 務 係 長

３９２,４９７９９,６６３４９２,１６０４７.８４３１技 術 係 長

３９４,０７８６７,４１７４６１,４９５４３.５２９２事 務 主 任

５０３,０６８１００,０６１６０３,１２９４５.３４７２技 術 主 任

２８９,７５１４４,１６２３３３,９１３３９.３１,２９５事 務 係 員

３１４,０５９５９,３１８３７３,３７７３７.１１,６０７技 術 係 員
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対　　　応　　　級備　　　　　　　考

行政職給料表９級

構成員５０人以上の支店（社）の長及び工場の長
（取締役兼任者を除く。）

２課以上又は構成員２０人以上の部の長
職能資格等が上記部の長と同等と認められる部の長
及び部長級専門職
（取締役兼任者を除く。）

上記部長に事故等のあるときの職務代行者
職能資格等が上記部の次長と同等と認められる部の
次長及び部次長級専門職
中間職（部長－課長間）

行政職給料表７級，８級
２係以上又は構成員１０人以上の課の長
職能資格等が上記課の長と同等と認められる課の長
及び課長級専門職

行政職給料表５級，６級

上記課長に事故等のあるときの職務代行者
課長に直属し部下に係長等の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上を有する者
職能資格等が上記課長代理と同等と認められる課長
代理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

行政職給料表３級，４級係の長及び係長級専門職

行政職給料表２級（一部は３級，４級）

係長等のいる事業所における主任
係長等のいない事業所における主任のうち，課長代
理以上に直属し部下を有する者
係長等のいない事業所において，職能資格等が上記
主任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

行政職給料表１級
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３　企業規模１００人以上５００人未満

平成３０年４月分平均支給額

平　均

年　齢

調　査

実人員
職　　種　　名

Ａ－Ｂ
きまって
支給する
給与  Ａ

うち時間
外手当Ｂ

円

５６５,５６５

円

０

円

５６５,５６５

歳

５０.８

人

２支 店 長

事
　

務
　

・
　

技
　

術
　

関
　

係
　

職
　

種

７４５,６７６２,１１２７４７,７８８５２.１９工 場 長

６１１,５４７１,０２３６１２,５７０５０.２８９事 務 部 長

６０２,３２６０６０２,３２６５０.７３８技 術 部 長

５１４,９７３１,０７４５１６,０４７４９.４２４事 務 部 次 長

６７２,４７８０６７２,４７８４６.３４技 術 部 次 長

４６１,９５２８,５８７４７０,５３９５０.９１１１事 務 課 長

４５３,２０４１６,８８３４７０,０８７４８.４１３０技 術 課 長

３９２,６５２２９,４３３４２２,０８５４７.５７０事 務 課 長 代 理

３７２,４４０６４,７４９４３７,１８９４６.２３２技 術 課 長 代 理

３５５,２１６４９,９４７４０５,１６３４４.２２０６事 務 係 長

３４５,９２９５４,９４５４００,８７４４５.４１８１技 術 係 長

２９５,４２５４５,７８８３４１,２１３４１.０１５９事 務 主 任

３２４,１１７６３,４８０３８７,５９７４３.７１７９技 術 主 任

２５８,３５０３２,１０８２９０,４５８３７.２８５８事 務 係 員

２７３,８４６４５,３４５３１９,１９１３５.６６４８技 術 係 員
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対　　　応　　　級備　　　　　　　考

行政職給料表７級，８級

構成員５０人以上の支店（社）の長及び工場の長
（取締役兼任者を除く。）

２課以上又は構成員２０人以上の部の長
職能資格等が上記部の長と同等と認められる部の長
及び部長級専門職
（取締役兼任者を除く。）

上記部長に事故等のあるときの職務代行者
職能資格等が上記部の次長と同等と認められる部の
次長及び部次長級専門職
中間職（部長－課長間）

行政職給料表５級，６級
２係以上又は構成員１０人以上の課の長
職能資格等が上記課の長と同等と認められる課の長
及び課長級専門職

行政職給料表４級

上記課長に事故等のあるときの職務代行者
課長に直属し部下に係長等の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上を有する者
職能資格等が上記課長代理と同等と認められる課長
代理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

行政職給料表３級係の長及び係長級専門職

行政職給料表２級（一部は３級）

係長等のいる事業所における主任
係長等のいない事業所における主任のうち，課長代
理以上に直属し部下を有する者
係長等のいない事業所において，職能資格等が上記
主任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

行政職給料表１級
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４　企業規模５０人以上１００人未満

平成３０年４月分平均支給額

平　均

年　齢

調　査

実人員
職　　種　　名

Ａ－Ｂ
きまって
支給する
給与  Ａ

うち時間
外手当Ｂ

円

－

円

－

円

－

歳

－

人

－支 店 長

事
　

務
　

・
　

技
　

術
　

関
　

係
　

職
　

種

－－－－－工 場 長

５１４,５４２１８,６８１５３３,２２３５３.７１０事 務 部 長

５５２,７２５０５５２,７２５５４.５４技 術 部 長

６０９,５２８０６０９,５２８５４.３４事 務 部 次 長

－－－－－技 術 部 次 長

３８４,４２４９,１５６３９３,５８０４７.６１６事 務 課 長

４３１,７７９０４３１,７７９４５.３１６技 術 課 長

２９２,２０９９０,１９７３８２,４０６４２.８３事 務 課 長 代 理

XXXX１技 術 課 長 代 理

３３０,２２６４３,９８３３７４,２０９４６.８４５事 務 係 長

３４８,５８２５３,７６８４０２,３５０４７.４１８技 術 係 長

２６４,１３４３８,９４５３０３,０７９４１.８３２事 務 主 任

３１６,１５２３３,３０８３４９,４６０４１.０２８技 術 主 任

２２５,８７９３０,３２０２５６,１９９３６.８１５５事 務 係 員

２５０,０８８３０,８６８２８０,９５６３８.７４８技 術 係 員

（注）「Ｘ」は，調査実人員が１人の場合である。（以下同じ。）
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対　　　応　　　級備　　　　　　　考

行政職給料表６級，７級

構成員５０人以上の支店（社）の長及び工場の長
（取締役兼任者を除く。）

２課以上又は構成員２０人以上の部の長
職能資格等が上記部の長と同等と認められる部の長
及び部長級専門職
（取締役兼任者を除く。）

上記部長に事故等のあるときの職務代行者
職能資格等が上記部の次長と同等と認められる部の
次長及び部次長級専門職
中間職（部長－課長間）

行政職給料表５級
２係以上又は構成員１０人以上の課の長
職能資格等が上記課の長と同等と認められる課の長
及び課長級専門職

行政職給料表４級

上記課長に事故等のあるときの職務代行者
課長に直属し部下に係長等の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上を有する者
職能資格等が上記課長代理と同等と認められる課長
代理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

行政職給料表３級係の長及び係長級専門職

行政職給料表２級（一部は３級）

係長等のいる事業所における主任
係長等のいない事業所における主任のうち，課長代
理以上に直属し部下を有する者
係長等のいない事業所において，職能資格等が上記
主任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

行政職給料表１級
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　その２　給与比較の対象外職種

企業規模計

平成３０年４月分平均支給額

平　均

年　齢

調　査

実人員
職　　種　　名

Ａ－Ｂ
きまって
支給する
給与  Ａ

うち時間
外手当Ｂ

円１,２６５,６１９円０円１,２６５,６１９歳５８.０人２研 究 所 長
研

究

関

係

職

種

６７８,７３９３,８５０６８２,５８９５２.９１２２研究部（課）長

５７３,９４０２,３８７５７６,３２７５１.１５３研究室（係）長

５０１,４４７８７,７７４５８９,２２１４５.０２１３主 任 研 究 員

３９０,０２９１０６,７４７４９６,７７６３７.２２０８研 究 員

２７２,２２２６３,６８７３３５,９０９３７.８３２研 究 補 助 員

１,７５４,３２００１,７５４,３２０６７.０２病 院 長

医
　

療
　

関
　

係
　

職
　

種

１,６５８,８６８０１,６５８,８６８５５.５２副 院 長

１,２０１,６４２１８４,６１５１,３８６,２５７４７.０１７医 科 長

１,１８４,４６９１６６,２０６１,３５０,６７５４２.４２５医 師

５１７,００００５１７,０００４９.０２歯 科 医 師

５１２,５２６６００５１３,１２６４８.１５薬 局 長

３７１,６０９２７,０９９３９８,７０８４０.４１９薬 剤 師

３６４,５９２４１,６８８４０６,２８０３９.４２５診療放射線技師

３７１,８３４３０,５５４４０２,３８８４５.６２７臨 床 検 査 技 師

２６７,６４８１９,０５３２８６,７０１３６.８２０栄 養 士

２８４,９２４２６,３３７３１１,２６１３１.８５０理 学 療 法 士

２９３,９４０２９,７１３３２３,６５３３１.０４３作 業 療 法 士

４５８,７６９５,０９６４６３,８６５５６.７５総 看 護 師 長

４０７,４９９９,６８６４１７,１８５５０.０４５看 護 師 長

３３６,８９８１３,９２９３５０,８２７３８.２１３２看 護 師

２８４,３０８２２,７８８３０７,０９６４７.７１０１准 看 護 師

７５７,７８４１,２０３７５８,９８７６１.８６大 学 学 部 長

教

育

関

係

職

種

６３９,３９８９６８６４０,３６６５７.４４５大 学 教 授

５２６,４５１９,３８１５３５,８３２４６.２２９大 学 准 教 授

４１８,１４７３,８１７４２１,９６４４０.９２２大 学 講 師

３９２,０８６１４,１５２４０６,２３８３６.９２７大 学 助 教

－－－－－高 等 学 校 校 長

６５６,１４２０６５６,１４２５７.５５高 等 学 校 教 頭

４７２,４７８７,６０９４８０,０８７４２.６４６高 等 学 校 教 諭
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備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

構成員５０人以上の所の長（取締役兼任者を除く。）

２室（係）以上又は構成員７人以上の部（課）の長

構成員３人以上の室（係）の長

下記研究員より上位の者（研究所長の職名を有する者，上記研究部（課）長及び研究室（係）長を除く。）

部下に医師又は歯科医師５人以上

上記病院長に事故等のあるときの職務代行者

部下に医師又は歯科医師１人以上

部下に薬剤師２人以上

部下に看護師長５人以上

部下に看護師又は准看護師５人以上
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　その３　再雇用者

企業規模計

平成３０年４月分平均支給額

平　均

年　齢

調　査

実人員
職　　種　　名

Ａ－Ｂ
きまって
支給する
給与  Ａ

うち時間
外手当Ｂ

円
７０７,１８４

円
４,６４０

円
７１１,８２４

歳
６１.８

人
３支店長・工場長

事
　

務
　

・
　

技
　

術
　

関
　

係
　

職
　

種

XXX－１６０歳男性

５５８,０１２１,６６９５５９,６８１６２.６２２事務・技術部長

５９９,８０４０５９９,８０４－７６０歳男性

４７１,８５６０４７１,８５６６１.９８事務・技術部次長

XXX－１６０歳男性

３９３,５１６３,８９５３９７,４１１６１.６１６事務・技術課長

４６１,１３００４６１,１３０－８６０歳男性

XXXX１事務・技術課長代理

－－－－－６０歳男性

２７４,７５２１９,８１１２９４,５６３６２.３５５事務・技術係長

２８５,６０４３６,７４７３２２,３５１－１４６０歳男性

２３２,５５００２３２,５５０６２.５２事務・技術主任

－－－－－６０歳男性

２５９,６１９１５,８６９２７５,４８８６２.５５１６事務・技術係員

２８２,０５２１５,３４１２９７,３９３－９５６０歳男性
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備　　　　　　　　　考

　 その１の１企業規模計の備考欄参照
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第１７表　民間における定期昇給制度の状況

定期昇給
制度なし

定期昇給
制度あり

項　目
役職
　段階　　企業規模 昇格昇給査定昇給自動昇給

％

４.１

％

４１.２

％

８１.３

％

４３.２

％

９５.９規　 模　 計

係　員

４.０４６.０８３.８４６.９９６.０５００人以上

２.５３９.２７６.１４０.７９７.５
１００人以上
５００人未満

８.３３３.３８７.９３９.４９１.７
５０人以上
１００人未満

１２.８４１.０８３.６３８.７８７.２規　 模　 計

課長級

１８.０４５.７９０.０３８.７８２.０５００人以上

７.９３６.６７６.０３９.２９２.１
１００人以上
５００人未満

１１.１４０.６８７.５３７.５８８.９
５０人以上
１００人未満

（注）　定期昇給制度の内容は，複数回答である。
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第１８表　民間における家族手当の支給状況

　その１　家族手当の支給状況及び配偶者に対する家族手当の見直し予定の状況

家族手当制度が
ある

配偶者に
家族手当を
支給する

配偶者に対する
家族手当を見直
す予定がない
（検討も行って
いない）

税制及び社会保
障制度の見直し
の動向等によっ
ては見直すこと
を検討する

配偶者に対する
家族手当を見直
す予定又は見直
すことについて
検討中

［７０.４％］［１４.２％］［１５.４％］（９４.４％）８７.７％

（注）１　（　）内は，家族手当制度がある事業所を１００とした割合である。

　　　２　［　］内は，配偶者に家族手当を支給する事業所を１００とした割合である。

　その２　扶養家族の構成別支給月額

支 給 月 額扶 養 家 族 の 構 成

１２,９６１円配 偶 者

２０,０１１円配 偶 者 と 子 １ 人

２５,９７５円配 偶 者 と 子 ２ 人

（注）　支給月額は，配偶者に家族手当を支給し，その支給につき配偶者の収入による制限がある事業所について算出した。

備　考　職員の場合，平成３０年度の扶養手当支給月額は，配偶者については６,５００円，子については１人につき１０,０００円，

　　　その他の扶養親族については１人につき６,５００円である。なお，満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子がい

　　　る場合は，当該子１人につき５,０００円が加算される。



－64－

第１９表　民間における住宅手当の支給状況

事　 業　 所　 割　 合支 給 の 有 無

６１.０％支 給 す る

３９.０％支 給 し な い

２７,０００円以上２８,０００円未満
借家・借間居住者に対する住宅手当
月額の最高支給額の並数階層　　　

 備　考　職員の場合，住居手当の現行の最高支給限度額は，２７,０００円である。

第２０表　民間における冬季賞与の考課査定分の配分状況

部長級（非役員）課　長　級係　　　員
項目

企業規模
考課査定分一定率（額）分考課査定分一定率（額）分考課査定分一定率（額）分

％
５０.８

％
４９.２

％
４９.６

％
５０.４

％
４４.３

％
５５.７規　模　計

４６.５５３.５４５.８５４.２３９.４６０.６５００人以上

４４.６５５.４４３.４５６.６４０.０６０.０
１００人以上
５００人未満

３１.１６８.９４４.０５６.０３２.５６７.５
５０人以上
１００人未満


